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建物倒壊等によるもの

火災等によるもの

その他










	市町村名
	○○市
	No.
	○○○○
	氏名
	○○　○○　様





	階
	方向
	壁・柱の耐力
Qu
（KN）
	配置等による低減係数
eKfl
	劣化度による低減係数
dK
	建物保有耐力

edQu=Qu*eKfl*dK
（KN）
	必要耐力

Qr
（KN）
	上部構造評点
edQu／Qr

	２階
	X方向
	2 Qu X
	12.42
	2 eKfl X
	1.00
	dK
	0.81
	10.06
	2Qr
	10.72
	0.94

	
	Y方向
	2 Qu Y
	5.93
	2 eKfl Y
	0.75
	
	
	3.60
	
	
	0.34

	１階
	X方向
	1 Qu X
	44.58
	1 eKfl X
	1.00
	
	
	36.11
	1Qr
	34.79
	1.04

	
	Y方向
	1 Qu Y
	23.33
	1 eKfl Y
	0.75
	
	
	14.17
	
	
	0.41




　

	上部構造評点
	評　点
	判　定

	0.34
	
	１．５以上
	倒壊しない

	
	
	１．０以上～１．５未満
	一応倒壊しない

	
	
	０．７以上～１．０未満
	倒壊する可能性がある

	
	○
	０．７未満
	倒壊する可能性が高い



	　

所

見
	１．診断実施結果から、建築基準法で想定する大地震で「倒壊する可能性が高い」と判断されました。
２．総合評点を下げた要因としては以下の４点にあります。

①１階、２階とも「Y方向」における耐力壁がバランスよく配置されていません。（１階西側の南北方向の壁が不足しています。また、２階は東側の南北方向の壁が不足しています。）

②１階、２階とも「Y方向」における耐力壁が全体的に不足しています。

③柱頭・柱脚接合部が強固に緊結されていません。

④床下部材（土台の一部）に腐朽がみられます。

３．その他　基礎が無緊コンクリートのため、アンカーボルトや引き抜き防止金物が十分な性能を発揮できない場合があります。

	補

強

方

法

等

の

提

案


	上記所見に基づき以下の補強方法が考えられます。
１．上階は西面、２階は東面の開口部（窓等）の一部を壁にする。

２．全体的に南北方向の壁増設し、西側と東側に均等になるようにする。

（上記１、２については別添「壁伏図」で示した部分に壁を増設し、接合部は緊結することが望まれます。）

３．基礎外周部は、鉄筋コンクリートの増打ち、腐朽した土台の交換、柱と土台を緊結することが望まれます。

４．上記１～３の工事を行う場合の概算工事費は○○万円です。

以上は一つの提案です。実際に耐震補強工事を行う場合は工務店や設計事務所等に相談してください。


	○○市○○課
	氏名　長野太郎
	木造耐震診断士
	氏名　松本花子

	
	電話　026-123-○○○○
	
	電話　026-234-○○○○

	

　


耐力
Qu
あなたの住宅の階ごと、方向ごとの壁の強さ、柱などの接合部、基礎の状態など、地震に対する抵抗力を示す値です。
＜数字が大きいほど地震に強い＞

壁の配置
eKfl
あなたの住宅の階ごと、方向ごとに耐震壁（筋かいがある壁）などのバランスを表す値です。バランスが悪い建物は、地震の時にねじれてしまいます。
＜バランス良い　1.0　→　バランス悪い　0.3＞


劣化度

dK
あなたの住宅の屋根や外壁、内壁の劣化状態を表す値です。

＜良い（劣化していない） 1.0　→　悪い（劣化している） 0.7＞

保有する耐力

edQu
あなたの住宅の階ごと、方向ごとに　　　　　　　から算出した、地震に対する強さを示す値です。

＜数字が大きいほど地震に強い＞

必要耐力
Qｒ
あなたの住宅が地震で倒壊しないために、階ごとに必要な耐震性能を示す値です。

上部構造評点
edQu/Qr
階ごと、方向ごとの「必要耐力（Qr）」に対する「保有する耐力edQu」の割合です。
あなたの住宅の耐震性能の評価です。


上部構造評点

　　のうち評点の最も低い値が、あなたの住宅の耐震性能の総合評価です。1.0未満の場合には倒壊の可能性があります。



所見
あなたの住宅の耐震診断の結果や地震に対して弱い部分とその原因などについて記入されています。

補強方法の提案

あなたの住宅を地震に対して強くするための、補強工事の提案と補強工事の概算工事費について記入されています。

補強工事の方法は代表的な方法について記入されています。補強方法の詳細などについては木造住宅耐震診断士にご相談ください。

· 耐震診断に使用したプログラムなどによって報告書様式が異なる場合があります。
ご不明な点はあなたの住宅を診断した木造住宅耐震診断士にお問い合わせください。

	
項　　目

耐震性能を向上させる補強工事など

壁の補強
壁に筋かいを入れたり構造用合板を張ると、地震に抵抗する力が増して　　　「耐力」の値が上がります。

壁をバランスよく補強すると　　　「壁の配置」の値が上がり、より効果的な補強となります。
基礎の補強

玉石基礎を鉄筋コンクリート基礎にしたり、ひび割れた鉄筋コンクリート基礎を補修すると　　　「耐力」の値が上がります。

劣化度の改善

外壁や内壁や浴室の壁などを改修すれば　　　「劣化度」の値が上がります。

屋根の軽量化

瓦などの重い屋根の場合は、軽い屋根に葺き替えて軽量化をすると　　　「必要耐力」の値が下がり、耐震性が向上します。








別添様式（参考様式2012）＜記入例＞





耐震診断報告書の解説





阪神・淡路大震災（� HYPERLINK "http://ja.wikipedia.org/wiki/1995%E5%B9%B4" \o "1995年" �平成7年�� HYPERLINK "http://ja.wikipedia.org/wiki/1%E6%9C%8817%E6%97%A5" \o "1月17日" �1月�１７日発生）の被害





阪神・淡路大震災では古い建築基準で建てられた


建物の倒壊等により多くの犠牲者がでました。








阪神・淡路大地震の主な被害状況





死　　者 　　　　 　　  　6,433人


全壊家屋　 　 　　　　 104,906棟


（平成15年12月25日現在　消防庁発表）





死者の８割強は建物の倒壊棟が原因でした





新潟県中越沖地震（平成19年7月１６日発生）


において、かろうじて倒壊をまぬがれた住宅





かろうじて倒壊をまぬがれたこのような住宅であっても、住み続けるためには新築並みに高額な修繕費用がかかるケースがありますが、あらかじめ耐震補強工事を行えば、比較的安価に、効果的に耐震性能を向上させることが可能です。





お届けしました耐震診断報告書のうち、住宅の耐震性能を示す「上部構造評点」の計算の仕組みや計算結果を中心に、報告書の見方について本資料により解説します。





本ページに記入をお願いします。（診断報告書から転記してください）
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５





４





３





１





上部構造評点





２





＜報告書第１面＞





１．上部構造の評価





７





２．所見及び補強方法等の提案





８





原則として総合評点が1.0以上となる工事内容等を提案してください。





９





各項目ごとの見方の説明





上部構造評点





１





２





３





４





１





３





２





５





６





１．上部構造の評価＜報告書第１面＞





７





６





２．所見及び補強方法等の提案＜報告書第１面＞





８





９





耐震補強工事のポイント





１





２





１





３





５





本参考様式では標準的な助成内容を記載しています。


診断を実施した住宅が所在する市町村の助成内容を記入してください。





補強工事を行うための助成制度のご案内





補助金制度（平成28年度）





○ 所得税


個人が住宅の耐震改修を行った場合には、その耐震改修に要した費用と標準的な工事費用


相当額のいずれか少ない金額（200万円を上限）の10％相当額が所得税額から控除される


場合があります。





○ 固定資産税


一定の耐震改修を行った場合には、その住宅に係る固定資産税（120㎡相当分まで）の


税額が減額されます。





※　対象住宅、対象工事などについては、お住まいの市町村の補助金担当窓口または最寄りの


地方事務所（商工観光）建築課にお問い合わせください。





○ 補助対象となる工事の例


・　壁補強工事　　：壁を増やす工事、壁を筋かいや構造用合板で補強する工事


・　柱、梁補強工事：柱、梁の接合部を金物で補強する工事


・　基礎補強工事　：無筋コンクリート基礎に鉄筋コンクリート布基礎を打ち増しする工事


　　など





　  ○ 補助の内容


工事の種類�
補助率及び補助額�
�
耐震補強（改修）工事


（補助対象となる限度額120万円）�
補強工事費の１／２以内（60万円以内）


（市町村、県、国で補助します。）�
�
　


　  ○ 補助を受けられる方


給与収入のみの方�
その他の方�
�
収入金額　１，４４２万円以下�
所得金額１，２００万円以下�
�



補助金額などは市町村により異なる場合がありますので、お住まいの市町村の補助金担当


窓口にお問い合わせください。





耐震改修促進税制（平成25年4月1日現在）





お住まいの市町村によっては補強工事の補助制度がご利用いただけない場合もあります。








